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第1章  人口ビジョンの策定にあたって  

1. 人口ビジョン策定の背景 

（1） 人口ビジョン策定の背景 

我が国は、2008 年を境に人口減少時代に突入し、地域の活力の維持や人口減少克服などの課

題に直面している。 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、人口減少の傾向が続けば、今後、生産年齢人

口は大幅に減少し、2060 年には約 4,400 万人となると見込まれている。 

一方、高齢化率（総人口に占める 65 歳以上の高齢者人口の割合）は４割に達し、特に 75 歳

以上人口は、2060 年には約 2,300 万人となるものと予想されている。 

 

図表－１  我が国の人口動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典／国立社会保障・人口問題研究所推計結果から作成  

 

 

（2） 国における取り組み 

このような状況を背景に、国においては、国と地方が総力をあげて人口減少問題に取り組むた

めの 2014 年年９月にまち・ひと・しごと創生法」を閣議決定し、人口の現状及び将来の見通し

を踏まえたうえで、まち・ひと・しごと創生に関する目標や施策に関する基本的方向、施策を総

合的かつ計画的に実施するための「総合戦略」を策定することとした。 

さらに、2014 年 12 月には、「まち・ひと・しごと創生法」に基づく「まち・ひと・しごと

創生長期ビジョン」(以下、「国ビジョン」という。)並びに「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

(以下、「国戦略」という。)を策定した。この国戦略では、2060 年において１億人程度の人口

を確保する中長期展望が掲げられている。 
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また、「まち・ひと・しごと創生法」では、市町村においても、国及び都道府県の策定する総

合戦略を勘案し、地域の実情に応じた「市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定するよ

う努めることとされている。 

 

図表－２  国の人口ビジョンにおける我が国の人口の推移と長期的な見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 人口ビジョンの位置づけと対象期間 

（1） ビジョンの位置づけ 

嬉野市人口ビジョン（以下、「本ビジョン」という。）は、国及び佐賀県の人口ビジョンの趣

旨を踏まえ、本市の人口の現状を把握・分析を行い、人口問題に関して市民と認識を共有し、市

を挙げて今後めざすべき将来の方向と人口の将来展望を示すものである。 

 

 

（2） ビジョンの対象期間 

国ビジョンの対象期間を踏まえ、2060 年までを対象期間とする。 
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第2章  人口動向分析  

1. 人口の動向 

（1） 人口の推移 

① 総人口の推移 

国勢調査における本市の人口推移をみると、1980 年以降、減少を続けており、2010 年には 3

万人を下回っている。 

年齢 3 区分別にみると、年少人口（0～14 歳）・生産年齢人口（15～64 歳）が減少する一方

で、老年人口（65 歳以上）は一貫して増加しており、2010 年には老年人口が 8,000 人を超え、

高齢化率（総人口に占める老年人口の割合）は 28.0％に達している。これは全国（23.0％）・

佐賀県（24.6％）を上回っており、本市は国・県よりも人口の高齢化が進んでいることがわかる。 

出生数の増減に大きく影響する 20～39 歳女性の人口推移をみると、1980 年代までは 4,400

人台を維持していたが、1990 年以降減少し続け、2010 年には 3,000 人を下回っている。 

図表－３  総人口、年齢 3 区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典／総務省統計局「国勢調査」※総人口は年齢不詳含む、比率（％）は総人口に占める割合 
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図表－４  年齢 3 区分別人口割合の比較［2010 年］ 

 
年少人口 

（0～14 歳） 

生産年齢人口 

（15～64 歳） 

老年人口 

（65 歳以上） 

【＝高齢化率】 

全 国 13.2％ 63.8％ 23.0％ 

佐賀県 14.6％ 60.8％ 24.6％ 

嬉野市 13.5％ 58.5％ 28.0％ 

出典／総務省統計局「国勢調査」（2010年） 

 

 

 

② 年齢別人口構成の推移 

国勢調査における本市の年齢別人口構成（人口ピラミッド）の状況をみると、2010 年におい

ては男性（13,408 人）より女性（15,572 人）が約 2,000 人ほど多くなっている。また、年齢階

級別では男女とも「団塊の世代」を含む 50 代後半から 60 代前半の層の人数が多くなっている。 

人口ピラミッドの推移をみると、1980 年は若年層が比較的多い「つりがね型」であったが、

若年層の減少と高齢化の進行により「つぼ型」に移行している。 

今後は「団塊の世代」の高齢化等により、さらにこの傾向が進むものと予測される。 

図表－５  年齢別人口構成（人口ピラミッド）［2010 年］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典／総務省統計局「国勢調査」（2010年） 

図表－６  年齢別人口構成（人口ピラミッド）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典／総務省統計局「国勢調査」（2010年） 
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（2） 人口動態の概況 

① 出生数・死亡数、転入数・転出数の推移 

出生・死亡（自然動態）、転入・転出（社会動態）について、2000 年以降の各年ごとの推移

をみると、自然動態は、2001 年を除き、死亡数が出生数を上回る「自然減」の状況が続いてい

る。【詳細 図表-9 参照】 

また、社会動態も同様に、2001 年を除き、転出数が転入数を上回る「社会減」の状況が続い

ている。【詳細 図表-13 参照】 

このように、本市の総人口の減少は、人口変動の主要素である自然動態・社会動態両面での減

少によるものであることがわかる。 

図表－７  出生・死亡数、転入・転出数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典／佐賀県経営支援本部統計分析課「佐賀県人口移動調査」（総人口は表示年の 10月１日現在の数値、転入・転出数

と出生・死亡数は表示年の前年 10月１日から表示年の９月 30日までの数値） 
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② 総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

図表-8 は、人口の自然増減と社会増減の関係を図示したものであり、図の右上は人口増加の

領域（自然増・社会増）、左下は人口減少の領域（自然減・社会減）を表す。 

①で示したとおり、本市は自然減・社会減の両方が続いているため、2001 年を除き、左下の

人口減少領域に位置している。 

2007 年までは自然減の変化（軸の縦方向の動き）は比較的少なく、社会減の進行（軸の横方

向の動き）が徐々に進んだ。 

2007 年以降は、社会減の動きは年度ごとに差があるが、自然減が進んでいる。 

 

 

図表－８  総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典／佐賀県経営支援本部統計分析課「佐賀県人口移動調査」（表示年の前年 10月１日から表示年の９月 30日までの数

値）により作成 
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2. 自然増減（出生・死亡）の状況 

（1） 出生数・死亡数の推移 

2001 年を除き、死亡数が出生数を上回る「自然減」の状況が続いている。 

若年女性人口の減少等により、出生数は 200～300 人の間で徐々に減少し、2014 年には 202

人まで減少している。 

一方、死亡数は、高齢化の進行等により、300～400 人の間で徐々に増加し、2014 年には 373

人まで増加している。 

このため、出生数と死亡数の差は年々拡大しており、2008年には自然減が 100人を超え、2014

年には 171 人の自然減となっている。 

 

図表－９  出生数・死亡数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典／佐賀県経営支援本部統計分析課「佐賀県人口移動調査」（表示年の前年 10月１日から表示年の９月 30日までの

数値）、※旧２町間での調整済 
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（2） 合計特殊出生率の推移 

本市の合計特殊出生率1は、約 30 年前の 1983～1987 年においては、長期的に人口を維持す

るために必要な水準（人口置換水準）である 2.07 に近い水準にあった。 

その後、全国的な傾向と同様に低下傾向にあったが、直近の 2008～2012 年においては、2003

～2007 年の値から若干上昇し、1.57 となっている。 

これは全国（1.38）より高いが、佐賀県（1.61）よりやや低い水準にある。県内市町村では伊

万里市（1.90）が最も高く、本市は 20 市町村中 13 番目に位置している。 

 

図表－１０  合計特殊出生率（ベイズ推定値）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典／厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」  

※市町村の合計特殊出生率については、出現率の少なさに起因する偶然性の影響により数値が不安定であるため、

小地域の推定に有効な手法である「ベイズ推定」を用いて 5年ごとに算出されている。 

※2002年以前は合併後の嬉野市単位で遡及した数値が公表されていないため旧２町単位の値を掲載。 

 

                                                      

1 合計特殊出生率： 

15～49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、「一人の女性が一生の間に生むとしであろう子どもの数」を表す。人口が将

来にわたって増えも減りもしないで、親の世代と同水準の人口を維持するための水準（人口置換水準）は、2008年で 2.07 とされてい

る。 
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図表－１１  佐賀県下市町村の合計特殊出生率（ベイズ推定値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典／厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」  
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（3） 未婚率の推移 

出生数減少の要因の一つとして未婚化・晩婚化の進行が指摘されている。 

国勢調査における若年層（20～39 歳）未婚率の推移をみると、男女とも 1985～2000 年の間

は全国よりやや低い時期もあったが、2005 年以降は徐々に全国平均並みに上昇し、2010 年は

男性：55.9％、女性：49.7％に達している。 

 

図表－１２  未婚率（20 歳～39 歳）の比較［国・県・市］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典／総務省統計局「国勢調査」 

 

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年

全国 41.6 45.9 52.8 57.8 58.7 59.3 58.7

佐賀県 39.4 40.5 45.4 51.9 55.0 56.5 55.4

嬉野市 42.5 41.7 45.0 51.1 53.2 57.3 55.9

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0
男性（20～39歳）

（％）

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年

全国 26.4 29.9 37.2 43.8 46.0 47.4 48.0

佐賀県 29.8 30.3 34.8 40.8 44.3 46.7 47.2

嬉野市 32.2 31.6 34.6 40.1 42.9 48.4 49.7

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0
女性（20～39歳）

（％）
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3. 社会増減（転入・転出）の状況 

（1） 転入数・転出数の推移 

転入数・転出数は年度による増減が大きいものの、2001 年を除き、転出数が転入数を上回る

「社会減」の状態が続いている。 

社会減の人数は2004～2008年に200～300人前後まで増加したが、2009年以降は100～200

人前後で推移している。 

 

図表－１３  転入数・転出数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典／佐賀県経営支援本部統計分析課「佐賀県人口移動調査」（表示年の前年 10月１日から表示年の９月 30日までの数

値）、※旧２町間での調整済 
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（人）
社会増減（転入-転出） 転入数 転出数

（単位：人）

2000

年

2001

年

2002

年

2003

年

2004

年

2005

年

2006

年

2007

年

2008

年

2009

年

2010

年

2011

年

2012

年

2013

年

2014

年

(H12) (H13) (H14) (H15) (H16) (H17) (H18) (H19) (H20) (H21) (H22) (H23) (H24) (H25) (H26)

転入数 1,226 1,204 1,056 1,022 964 936 934 941 893 1,038 916 836 904 803 855

転出数 1,291 1,195 1,219 1,202 1,182 1,161 1,181 1,228 1,203 1,159 1,012 1,012 1,083 1,026 990

社会増減
（転入-転出）

-65 9 -163 -180 -218 -225 -247 -287 -310 -121 -96 -176 -179 -223 -135
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（2） 性別・年齢階級別の人口移動の状況 

2005 年から 2010 年までの 5 年間の年齢階級別の人口移動状況をみると、男女とも 15～19

歳から 20～24 歳になるときに大幅な転出超過となっており（男性：▲339 人、女性：▲172 人）、

高校卒業後の進学や就職等で市外に転出している状況がうかがえる。 

男性は、その次の段階（20～24 歳→25～29 歳）では転入超過（＋57 人）に転じており、こ

れは進学等でいったん市外に出た人の就職や結婚等によるＵターンがあるものと考えられる。さ

らに男性は 40 歳代以降の段階では転出はなく、1～30 人前後の転入超過となっており、特に定

年前後（55～59 歳→60～64 歳）や 70・80 歳代での転入超過が多い。 

一方、女性は、男性に比べて 15～19 歳から 20～24 歳になるときの転出超過人数は少ないも

のの、その後、40 歳代まで転出超過が継続している。 

5 年間の人口移動状況について、1980 年以降で比較すると（図表-15 参照）、男女とも 15

～19 歳から 20～24 歳になるときの転出超過数は徐々に減少しているものの、その後の転入超

過数も減少していることから、若年層の転出超過で減少した人数を補う動きが鈍化していること

がわかる。 

 

図表－１４  年齢階級別人口移動の状況（2005 年→2010 年の純移動数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典／内閣まち・ひと・しごと創生本部作成データ 

（総務省統計局「国勢調査」による市区町村別男女 5歳階級別人口と、厚生労働省大臣官房統計情報部「都道府県別

生命表」を用いて推定した市区町村別男女 5歳階級別純移動数と純移動率） 

（単位：人）
（2005年） 0～4 5～9 10～14 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74 75～79 80～84 85～89

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

（2010年） 5～9 10～14 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74 75～79 80～84 85～89 90歳

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 以上

男　性 15 -24 -145 -339 57 -10 -4 28 2 26 17 36 5 12 33 32 32 1
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図表－１５  年齢階級別人口移動状況の推移（1980～2010 年） 

【男性】 
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出典／内閣まち・ひと・しごと創生本部作成データ 

（総務省統計局「国勢調査」による市区町村別男女 5歳階級別人口と、厚生労働省大臣官房統計情報部「都道府県別

生命表」を用いて推定した市区町村別男女 5歳階級別純移動数と純移動率） 
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（3） 転入出先の状況 

本市から他地域への直近３年間の転入・転出先の状況をみると、年度ごとに多寡の違いはある

ものの、転出先では「福岡県」や近隣市町村以外の「その他の佐賀県」、佐賀・福岡・長崎以外

の「その他の都道府県」等が多く、近隣市町村では「武雄市」への転出が毎年 20～30 人前後発

生している。 

また、長崎県については 2012・2013 年は両年度とも 32 人の転出超過であったが、2014 年

は一転して 28 人の転入超過となっており、転入出の変動が激しい。 

図表－１６  転入出先の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典／総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」（2012～2014年） 

唐津市 -18 
唐津市 2 唐津市 -5 

伊万里市 -8 

伊万里市 7 伊万里市 1 

武雄市 -35 

武雄市 -22 
武雄市 -22 

鹿島市 12 
鹿島市 7 

鹿島市 -2 

小城市 -5 

小城市 -10 
小城市 -4 

白石町 -3 

白石町 -18 

白石町 10 

その他佐賀県 -69 

その他佐賀県 -8 その他佐賀県 -46 

福岡県 -44 

福岡県 -9 

福岡県 -40 

長崎県 -32 

長崎県 -32 

長崎県 28 

その他の都道府県

-13 

その他の都道府県

-89 
その他の都道府県
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２０１２年 ２０１３年 ２０１４年

その他の都道府県 長崎県 福岡県 その他佐賀県
白石町 小城市 鹿島市 武雄市
伊万里市 唐津市

（人）
転出超過数 215人 転出超過数 172人 転出超過数 130人
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図表－１７  転入出先の状況（詳細） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典／総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」 

（単位：人）

2012年 2013年 2014年

-18 2 -5
-8 7 1

-35 -22 -22
12 7 -2
-5 -10 -4
-3 -18 10

計 -69 -8 -46
佐賀市 -26 7 -51
その他の市町村 -43 -15 5
計 -44 -9 -40
福岡市 -15 -5 -27
その他の市町村 -29 -4 -13
計 -32 -32 28
長崎市 -11 -15 2
佐世保市 7 2 3
その他の市町村 -28 -19 23
計 -13 -89 -50
東京都 1 -15 -22
神奈川県 5 -11 -9
愛知県 -10 3 11
大阪府 -3 -10 4
熊本県 -6 -7 -2
大分県 3 -11 2
鹿児島県 10 0 -4
その他の道府県 -13 -38 -30

-215 -172 -130

その他の都道府県

自治体名

唐津市
伊万里市

合　計

その他佐賀県

福岡県

武雄市
鹿島市
小城市
白石町

長崎県
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図表－１８  転入出先の状況（地図）［2014 年］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典／総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」 

 

 

嬉野市

唐津市

５人

伊万里市

１人

武雄市

22人

鹿島市

２人

小城市
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10人

その他佐賀県

46人

福岡県

40人

長崎県

28人

その他の都道府県

50人
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4. 雇用・就労の状況 

（1） 労働力人口の推移 

1980年以降の本市の労働力人口の推移をみると、1995年の17,038人をピークに減少に転じ、

2010 年は 15,095 人となっている。高齢化の進行による非労働者人口の増加等の影響もあって

労働力率（15 歳以上に占める労働力人口の割合）は低下傾向にあり、2010 年には 60.5％まで

低下している。 

本市の労働力率の推移を全国・佐賀県と比較すると、男性は国より低く、県とほぼ同水準で推

移している。 

一方、女性は、1980 年当初は国・県を 5 ポイント以上上回って高い水準にあったが、その後、

国・県が上昇したのとは逆に低下し続けており、2010 年では国・県とほぼ同じ水準まで低下し

ている。 

また、完全失業率でみても男女とも 1980 年当初は国・県より失業率は低かったが、その後急

速に上昇し、2010 年の失業率は国・県とほぼ同水準まで上昇している。 

 

図表－１９  労働力人口・労働力率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典／総務省統計局「国勢調査」 

   ※労働力率＝15歳以上人口に占める労働力人口（就業者と完全失業者の合計数）の割合 
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60.5

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年

15歳以上人口 労働力人口 労働力率

（人） （％）

＜労働力状態の定義＞ 
15歳以上の人について、国勢調査の調査年の 9月 24日から 30日までの 1週間に「仕事をしたか

どうかの別」により、次のとおり区分される。 
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図表－２０  労働力率の推移の比較（国・県・市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典／総務省統計局「国勢調査」 

図表－２１  完全失業率の推移の比較（国・県・市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典／総務省統計局「国勢調査」 

   ※完全失業率＝労働力人口（就業者と完全失業者の合計数）に占める完全失業者の割合 

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年

全体（嬉野市） 66.7 65.6 64.4 64.8 62.5 61.9 60.5

全体（佐賀県） 64.8 63.6 62.7 63.5 61.8 61.6 60.9

全体（全国） 64.1 63.7 63.4 63.9 62.1 61.5 61.2

男性（嬉野市） 78.0 78.1 76.0 76.1 73.9 72.4 70.4

男性（佐賀県） 79.7 78.3 76.4 77.0 74.3 73.8 72.6

男性（全国） 82.2 80.5 79.1 79.4 76.5 75.3 73.8

女性（嬉野市） 57.4 55.4 54.9 55.5 53.2 53.3 52.2

女性（佐賀県） 51.9 50.9 51.0 51.7 50.9 51.1 50.9

女性（全国） 47.0 47.8 48.5 49.3 48.7 48.8 49.6

45.0

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

（％）

男 性

全 体

女 性

嬉野市 佐賀県 全国 嬉野市 佐賀県 全国 嬉野市 佐賀県 全国

1980年 2.0% 2.5% 2.5% 2.5% 3.0% 2.8% 1.4% 1.9% 1.9%

1985年 2.9% 3.5% 3.4% 3.9% 4.2% 3.8% 1.8% 2.5% 2.7%

1990年 2.3% 2.8% 3.0% 2.9% 3.3% 3.3% 1.6% 2.0% 2.5%

1995年 2.7% 3.5% 4.3% 3.1% 4.1% 4.6% 2.2% 2.8% 3.8%

2000年 4.1% 4.4% 4.7% 4.6% 4.9% 5.1% 3.6% 3.8% 4.2%

2005年 5.1% 5.7% 6.0% 6.1% 6.7% 6.7% 4.0% 4.5% 4.9%

2010年 6.3% 6.3% 6.4% 7.6% 7.7% 7.4% 4.9% 4.7% 5.0%

全体 男性 女性

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

全体（嬉野市） 全体（佐賀県）

全体（全国）

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

男性（嬉野市） 男性（佐賀県）

男性（全国）

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

女性（嬉野市） 女性（佐賀県）

女性（全国）
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（2） 産業（３部門）別就業者数の推移  

産業（３部門）別の就業者数の推移をみると、第一次産業（農林漁業）は、1980 年以降、一

貫して減少している。 

一方、第二次産業（鉱業・建設業・製造業）・第三次産業（その他の産業）は、1995 年まで

は増加していたが、その後減少に転じている。 

産業（３部門）別の就業者割合を全国・佐賀県と比較すると、本市は佐賀県と同様、第一産業

の割合が全国比べて顕著に高く、10％を占めている。 

図表－２２  産業（３部門）別就業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典／総務省統計局「国勢調査」 

 

図表－２３  産業（３部門）別就業者割合の比較（国・県・市）［2010 年］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典／総務省統計局「国勢調査」（2010年） 

 

 

 

 

 

 

 

4,066 3,497 2,698 2,196 2,005 1,830 1,426

4,503 4,633
5,000 5,095

4,423
3,741 3,544

7,835 8,173 8,497 9,284
9,142

9,543
9,065

7 12 3
7

24 24

105

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年

不詳

第三次産業

第二次産業

第一次産業

（人）

16,411 16,315 16,198 16,582
15,594 15,138

14,140

10.1

9.2

4.0

25.1

23.5

23.7

64.1

64.2

66.5

0.7

3.0

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

嬉野市

佐賀県

全国

第一次産業 第二次産業 第三次産業 不詳



 

- 20 - 

 

（3） 産業分類別就業人口の状況 

産業分類別の就業人口は、男性では「建設業」（1,339 人）、「製造業」（1,237 人）、「卸

売業・小売業」（942 人）の順で多く、女性では「医療、福祉」（1,753 人）、「卸売業、小売

業」（1,127 人）、「宿泊業、飲食サービス業」（945 人）の順で多い。 

本市の就業構造の特徴を把握する指標として特化係数に着目すると、男女とも「農業」（男性：

3.1、女性：2.4）で特に高く、このほか「宿泊業、飲食サービス業」、「医療、福祉」、「複合

サービス業」でも男女共通して特化係数が 1.0 を超えており、これらの産業は全国と比較して就

業者の割合が高い特徴的な産業であるといえる。 

図表－２４  産業分類別就業人口の状況（2010 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典／総務省統計局「国勢調査」（2010年） 

   ※特化係数：Ｘ産業の特化係数＝本市のＸ産業の就業者比率÷全国のＸ産業の就業者比率 
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就業人口が多い主要６産業について性・年齢別に就業人口の構成割合をみると、「農業」は男

女とも 60 歳代以上の高齢層の割合が高く、全体の 6 割を超える。 

一方、「医療、福祉」は男女とも 30 歳代以下の若年層の割合が高く、4 割を超えている。 

 

図表－２５  主な産業の年齢別就業人口の構成割合（2010 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典／総務省統計局「国勢調査」（2010年） 
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5. 定住等に関する市民意向（総合計画アンケート）  

 

 

 

 

 

（1） 定住意向 

今後の定住意向（「住み続けたい」「どちらかといえば住み続けたい」）は回答者全体では

91.0％と高い。ただし、回答傾向には年代によって違いが見られ、40 代以上の中高年層では 90％

を超えているが、30 代以下の若年層では 77.8％と 8 割を下回ってやや低い。 

住みたくない理由では「働く場が不十分」（40.7％）の割合が最も高く、このほか「買物の便

が悪い」、「道路・交通の便が悪い」、「産業の活力が不十分」等の割合が高くなっている。 

 

図表－２６  今後の定住意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表－２７  住みたくない理由（複数回答） 

 

 

本項では、「嬉野市総合計画後期基本計画」（計画期間：平成 25～29 年度）策定の際に実施し

た「嬉野市の新しいまちづくりのための市民アンケート」（平成 25 年 10 月）の調査結果を用い

て、市民の定住意向や本市での生活に関する満足度等について分析を行った。 
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（2） 施策分野別にみた現状満足度と今後の重要度評価 

① まちの現状についての満足度 

まちの現状についての満足度をみると、『産業』と『生活基盤』の分野で全般的に満足度が低

く、回答者全体では「3-③商業振興」、「3-④工業振興・企業誘致」、「3-⑥雇用創出・起業

支援」の順で満足度が低い。 

図表－２８  まちの現状についての満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分野 項目
全体

（789人）
30代以下
（54人）

40・50代
（301人）

60代以上
（431人）

1. 1-① 環境保全･自然との共生の状況 2.3 3.4 2.6 2.1
生活環境分野 1-② 新エネルギー導入の状況 -0.5 0.6 -0.9 -0.5

1-③ 景観の状況 1.5 1.9 1.8 1.3
1-④ 公園・緑地の整備状況 1.9 2.0 1.6 2.1
1-⑤ 緑化の推進状況 1.8 2.6 1.7 1.7
1-⑥ 上水道の整備状況 3.2 3.0 2.5 3.7
1-⑦ 下水道の整備状況 1.5 1.5 1.0 1.8
1-⑧ ごみ処理・リサイクル等の状況 3.5 2.5 2.9 4.1
1-⑨ し尿処理の状況 3.4 2.1 3.0 3.9
1-⑩ 消防・救急体制 4.3 3.7 4.1 4.6
1-⑪ 防災体制 1.7 1.2 1.7 1.8
1-⑫ 治山・治水の状況 0.8 1.1 0.9 0.8
1-⑬ 防犯体制 1.1 1.4 0.8 1.3
1-⑭ 交通安全体制 1.3 2.5 1.0 1.3

2. 2-① 土地利用の状況 0.1 -0.6 0.2 0.1
生活基盤分野 2-② 住宅施策の状況 -0.0 -0.3 0.0 0.0

2-③ 道路の整備状況 0.5 1.2 0.2 0.6
2-④ 鉄道や空港へのアクセスの状況 -1.8 -3.0 -2.3 -1.2
2-⑤ 路線バスの状況 -1.2 -1.8 -1.9 -0.5
2-⑥ 市運行の乗り合いタクシーの状況 -0.3 0.4 -1.1 0.3
2-⑦ 情報環境 -0.8 -1.4 -1.7 0.0

3. 3-① 農業振興の状況 -1.3 0.0 -1.5 -1.3
産業分野 3-② 林業振興の状況 -0.7 0.1 -0.6 -0.9

3-③ 商業振興の状況 -3.0 -3.2 -3.0 -3.0
3-④ 工業振興・企業誘致の状況 -2.9 -1.7 -3.1 -2.9
3-⑤ 観光振興の状況 -0.9 -0.6 -1.3 -0.5
3-⑥ 雇用の創出・起業支援の状況 -2.6 -2.7 -2.9 -2.3
3-⑦ 消費者対策の状況 -0.6 -0.7 -0.7 -0.3

4. 4-① 保健サービス提供体制 3.7 2.5 3.2 4.2
保健・医療・ 4-② 医療体制 3.2 3.1 2.6 3.8
福祉分野 4-③ 高齢者支援体制 1.9 1.8 1.5 2.2

4-④ 障がい者支援体制 1.2 0.9 1.0 1.3
4-⑤ 子育て支援体制 1.4 1.8 1.3 1.6
4-⑥ 地域福祉体制 0.9 1.0 0.6 1.1
4-⑦ バリアフリー化の状況 1.0 2.6 0.9 0.8

5. 5-① 学校教育環境 1.9 1.5 1.4 2.3
教育・文化 5-② 生涯学習環境 0.9 1.0 0.5 1.3
分野 5-③ スポーツ環境 1.0 1.9 0.7 1.2

5-④ 文化芸術環境 0.1 0.3 -0.3 0.4
5-⑤ 地域文化を守り育てる活動の状況 1.0 0.9 0.8 1.1
5-⑥ 青少年の健全育成環境 0.8 0.6 0.4 1.1
5-⑦ 国内外との交流活動の状況 -0.2 0.3 -0.5 -0.0

6. 6-① 人権尊重のまちづくりの状況 0.5 0.8 0.4 0.5
協働・行財政 6-② 男女共同参画の状況 0.5 0.9 0.2 0.8
分野 6-③ コミュニティ活動の状況 1.2 0.7 1.0 1.5

6-④ 市民参画・協働の状況 0.7 1.2 0.4 0.8
6-⑤ 行財政改革の状況 -0.6 0.1 -0.9 -0.5
6-⑥ 広域的連携によるまちづくりの状況 -0.1 0.6 -0.1 -0.1

＜満足度（得点）＞ 

アンケートの回答選択肢（5 段階）に以下の基準で加点し、その合計値を回答者数（無回答除く）で除した平均値。 

「満足している」：10 点、「どちらかといえば満足している」：5 点、「どちらともいえない」：0 点 

「どちらかといえば不満である」：－5 点、「不満である」：－10 点 
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② 満足度・重要度評価からみた施策の優先度 

①で示した各施策分野に対する現状の満足度と、今後の重要度2を散布図で整理し、満足度・

重要度の平均値をもとに４つの領域に区分した。 

右下の領域は、重要度は高いにも関わらず、現状の満足度が低い領域である。ここには「3-

④工業振興・企業誘致」（満足度▲2.9、重要度 3.9）、「3-⑥雇用創出・起業支援」（同▲2.6、

同 4.2）、「3-⑤観光振興」（同▲0.9、重要度 3.8）、「2-③道路」（同 0.5、同 4.4）が位置

しており、これらの項目は他に比べて取り組みの優先度が比較的高い施策分野ととらえることが

できる。 

図表－２９  施策分野別の満足度と今後の重要度評価の関係（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      

2 重要度（5段階評価）の得点も満足度と同様の方法で平均値を算出。 
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第3章  国による将来推計人口の分析  

1. 国による将来推計人口の状況 

（1） 将来推計人口（総人口）の推移 

国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」という。）の推計によると、本市の総人口

は、2010 年から 2060 年にかけてほぼ半減し（減少率▲48.4％）、2060 年には 15,000 人を下

回るものと見込まれている。 

この減少率は全国（▲32.3％）や佐賀県（▲36.3％）よりも 10 ポイント以上高く、現状のま

まであれば、本市は、国・県を大きく上回るペースで人口減少が進むことが予測されている。 

 

図表－３０  国の推計（社人研推計）による将来の総人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典／国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25年３月推計）」 

※基準年（2010年）も推計値であり、国勢調査等の実績人口とは異なる（以後同じ）。 

 

図表－３１  国の推計（社人研推計）における増減率の比較（国・県・市） 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典／内閣府「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン＜参考資料集＞」、佐賀県統括本部政策監グル

ープ地方創生担当「人口ビジョン準備作業資料」より作成 
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(人）

2010年 2060年

（H22） （H72）

【A】 【B】 【C(=B-A)】 【C/A】

全国 12,806万人 8,674万人 ▲4,132万人 ▲32.3%

佐賀県 849,768人 541,414人 ▲308,354人 ▲36.3%

嬉野市 28,981人 14,955人 ▲14,026人 ▲48.4%

増減数 増減率
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（2） 人口減少段階の分析 

社人研推計結果について、2010 年を「100」とした場合の総人口及び年齢３区分別人口の推

移は下表のとおりである。 

老年人口の変化の状況に着目して、本市の人口減少段階を分析してみると、2025 年までは第

１段階（総人口が減少し、老年人口は増加）であるが、2025 年をピークに老年人口の伸びも徐々

に鈍化し「第 2 段階」（老年人口の維持・微減）に移行する。その後、2040 年を過ぎると老人

人口自体も減少する「第 3 段階」へ入ると推測される。 

佐賀県が分析した 2040 年時点の人口減少段階によると、本市は佐賀県全体と同じくこの時点

までは「第 2 段階」に位置している。周辺自治体と比較すると、武雄市（第 1 段階）よりも人

口減少段階が進んでいるが、鹿島市や白石町（第 3 段階）よりも遅いと予測される。 

図表－３２  人口減少段階の分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典／国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25年３月推計）」 

※数値は、2010年の各人口を 100とした場合の値 

図表－３３  県下市町村の人口減少段階の状況（2040 年時点での比較） 

2040年時点

の人口減少

段階 

県全体 
人口 10万人以上

の市町 

人口 3～10万人 

未満の市町 

人口 1～3万人 

未満の市町 

人口 5千人～1万

人未満の市町 

第１段階 佐賀県 佐賀市 
鳥栖市、武雄市 

小城市、神埼市 

吉野ヶ里町、 

基山町 
上峰町、江北町 

第２段階  唐津市 － 
嬉野市、有田町 

みやき町 
玄海町 

第３段階  － 
伊万里市、 

鹿島市 
多久市、白石町 大町町、太良町 

出典／佐賀県統括本部政策監グループ地方創生担当「人口ビジョン準備作業資料」 
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2. 将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 

（1） 社人研推計に基づくシミュレーション 

社人研推計を基本に、合計特殊出生率が現状の 1.57 から人口置換水準程度の 2.1 に上昇した

場合（シミュレーション１）と、さらに転入・転出が均衡し移動率がゼロとなった場合（シミュ

レーション２）の２つの手法で推計を行い、推計人口に対する自然増減と社会増減の影響度を分

析した。 

シミュレーション１（出生率上昇）の場合、2060 年までの人口減少率は▲39.7％まで抑制で

き、パターン１（社人研推計）よりも 2,500 人程度人口が増え、総人口は約 17,500 人を維持で

きる見込みである。 

シミュレーション２（出生率上昇＋移動率ゼロ）の場合、2060 年までの人口減少率は▲22.7％

まで抑制でき、シミュレーション 1 からさらに 4,900 人程度人口が増え、総人口は約 22,400 人

を維持できる見込みである。 

これらのシミュレーションをもとに佐賀県が分析した 2040 時点での自然増減・社会増減の影

響度の状況をみると、本市は自然・社会増減とも影響度「３」に位置しており、県下市町村の中

でも自然・社会増減による影響度が大きい部類に入っている。 

 

図表－３４  自然増減・社会増減の影響度シミュレーション 
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パターン１【社人研】

シミュレーション１【出生率2.1】

シミュレーション２【出生率2.1かつ移動無し】

（人）

出生率が2.1に上昇

すれば、2,530人増

移動（純移動率）が

ゼロになれば、さら

に4,906人増

（単位：人）
2010

年

2015

年

2020

年

2025

年

2030

年

2035

年

2040

年

2045

年

2050

年

2055

年

2060

年

（H22) （H27) （H32） （H37） （H42） （H47） （H52） （H57) （H62） （H67） （H72）
2040年
まで

2060年
まで

【Ａ】 【Ｂ】 【Ｃ】 （Ｂ-Ａ）/Ａ （Ｃ-Ａ）/Ａ

28,981 27,677 26,371 25,011 23,638 22,241 20,793 19,252 17,735 16,297 14,955 ▲28.3% ▲48.4%

シミュレーション１
【出生率2.1】

28,981 27,744 26,515 25,369 24,355 23,285 22,153 20,908 19,670 18,521 17,485 ▲23.6% ▲39.7%

シミュレーション２
【出生率2.1かつ移動無し】

28,981 28,288 27,439 26,693 26,147 25,566 24,923 24,186 23,475 22,867 22,391 ▲14.0% ▲22.7%

増減率

パターン１
【社人研】
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出典／内閣府まち・ひと・しごと創生本部「市町村別将来推計用ワークシート」により作成 

 

 

図表－３５  自然増減・社会増減の影響度（2040 年時点） 

分類 計算方法 
影響度 

（５段階） 

自然増減 

の影響度 

シミュレーション１の 2040年総人口÷パターン１の 2040年総人口 

＝22,153 人÷20,793人＝106.5％ 

《５段階評価基準》 

１：100%未満、２：100～105%、３：105～110%、４：110～115%、５：115%以上 

３ 

社会増減 

の影響度 

 シミュレーション２の 2040年総人口÷シミュレーション１の 2040 年総人口 

＝24,923 人÷22,153人＝112.5％ 

《５段階評価基準》 

１：100%未満、２：100～110%、３：110～120%、４：120～130%、５：130%以上 

３ 

 

 

図表－３６  佐賀県下市町村の自然増減・社会増減の影響度の状況（2040 年時点での比較） 

 
自然増減の影響度 

１ ２ ３ ４ ５ 

社会増減 

の影響度 

１  
鳥栖市、 

吉野ヶ里町 
江北町   

２  

佐賀県、 

伊万里市、武雄市、 

神埼市、上峰町、 

有田町 

佐賀市、小城市、 

みやき町 
基山町  

３   

嬉野市、唐津市、 

多久市、鹿島市、 

大町町、白石町 

  

４   玄海町、太良町   

５      

出典／佐賀県統括本部政策監グループ地方創生担当「人口ビジョン準備作業資料」 

 

 

 

 

《推計パターンの概要》 

パターン１ 
・主に 2005（Ｈ17）～2010（Ｈ22)年の人口動向を勘案し将来人口を推計 

・全国の移動率が、今後一定程度縮小すると仮定した推計（社人研推計準拠） 

 シミュレーション１ 
・仮に、パターン１（社人研推計準拠）において、合計特殊出生率が 2030

（Ｈ42)年までに人口置換水準（2.1）まで上昇すると仮定 

 シミュレーション２ 
・仮に、パターン１（社人研推計準拠）において、シミュレーション１の条

件に加え、移動（純移動率）がゼロ（均衡）で推移すると仮定 
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（2） 人口構造の分析 

年齢区分別の推計人口について、パターンごとに 2040 年時点・2060 年での 2010 年に対す

る人口増減率を整理した。 

パターン１（社人研推計）からシミュレーション１（出生率上昇）、シミュレーション２（出

生率上昇＋移動ゼロ）と段階的に減少率が低下し人口減少が抑制されている状況がわかる。 

特に、20～39 歳女性ではシミュレーション 1・2 間での減少率抑制効果が大きく、これと連

動して 0～4 歳人口の減少率も抑制されていることから、若年女性の転出抑制・転入促進を図る

ことが重要であると考えられる。 

図表－３７  推計シミュレーションごとの年齢別人口増減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典／内閣府まち・ひと・しごと創生本部「市町村別将来推計用ワークシート」により作成 

（単位：人）

2010年 2040年 2060年
（Ｈ22） （Ｈ52） （Ｈ72） 2040年まで 2060年まで
【Ａ】 【Ｂ】 【Ｃ】 （Ｂ-Ａ）/Ａ （Ｃ-Ａ）/Ａ

パターン1 28,981 20,793 14,955 ▲28.3% ▲48.4%

シミュレーション１ 28,981 22,153 17,485 ▲23.6% ▲39.7%

シミュレーション２ 28,981 24,923 22,391 ▲14.0% ▲22.7%

2010年 2040年 2060年
（Ｈ22） （Ｈ52） （Ｈ72） 2040年まで 2060年まで
【Ａ】 【Ｂ】 【Ｃ】 （Ｂ-Ａ）/Ａ （Ｃ-Ａ）/Ａ

パターン1 3,907 2,036 1,271 ▲47.9% ▲67.5%

シミュレーション１ 3,907 3,086 2,364 ▲21.0% ▲39.5%

シミュレーション２ 3,907 3,865 3,411 ▲1.1% ▲12.7%

2010年 2040年 2060年
（Ｈ22） （Ｈ52） （Ｈ72） 2040年まで 2060年まで
【Ａ】 【Ｂ】 【Ｃ】 （Ｂ-Ａ）/Ａ （Ｃ-Ａ）/Ａ

パターン1 16,957 10,005 7,031 ▲41.0% ▲58.5%

シミュレーション１ 16,957 10,315 8,467 ▲39.2% ▲50.1%

シミュレーション２ 16,957 12,487 12,066 ▲26.4% ▲28.8%

2010年 2040年 2060年
（Ｈ22） （Ｈ52） （Ｈ72） 2040年まで 2060年まで
【Ａ】 【Ｂ】 【Ｃ】 （Ｂ-Ａ）/Ａ （Ｃ-Ａ）/Ａ

パターン1 8,117 8,752 6,654 7.8% ▲18.0%

シミュレーション１ 8,117 8,752 6,654 7.8% ▲18.0%

シミュレーション２ 8,117 8,571 6,913 5.6% ▲14.8%

＜再掲＞
2010年 2040年 2060年
（Ｈ22） （Ｈ52） （Ｈ72） 2040年まで 2060年まで
【Ａ】 【Ｂ】 【Ｃ】 （Ｂ-Ａ）/Ａ （Ｃ-Ａ）/Ａ

パターン1 2,903 1,644 1,113 ▲43.4% ▲61.7%

シミュレーション１ 2,903 1,702 1,615 ▲41.4% ▲44.4%

シミュレーション２ 2,903 2,183 2,433 ▲24.8% ▲16.2%

2010年 2040年 2060年
（Ｈ22） （Ｈ52） （Ｈ72） 2040年まで 2060年まで
【Ａ】 【Ｂ】 【Ｃ】 （Ｂ-Ａ）/Ａ （Ｃ-Ａ）/Ａ

パターン1 1,128 634 389 ▲43.8% ▲65.5%

シミュレーション１ 1,128 983 777 ▲12.9% ▲31.1%

シミュレーション２ 1,128 1,262 1,148 11.9% 1.8%

0～4歳
人口

増減率

20～39歳女性
人口

増減率

生産年齢人口
（15～64歳）

増減率

老年人口
（65歳以上）

増減率

増減率

総人口

年少人口
（0～14歳）

増減率

28.2 ポイ

ント上昇 

32.9 ポイ

ント上昇 
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第4章  本市の将来展望（骨子） 

 

 

 

 

1. 目指すべき将来の方向 

（1） 現状と課題 

第 2・3 章で示した人口動向や国の将来人口推計の分析からみた本市の現状と課題のポイント

は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本項は、第 3 章までの分析・推計結果や策定委員会での検討結果、及び国・県ビジョンの内容等

を踏まえて最終的に整理する予定である。 

①自然減・社会減の両方が進行し、総人口が減少。現状のままでは 2060 年に総人口はほぼ半減

する見込み。 

 

②自然減の要因 

■1990 年代以降、20・30 歳代の若年女性の人口減少が継続（母親世代人口の減少）。 

■合計特殊出生率は全国平均より高いが県下では低い部類に属す（13 位/県下 20 市町村）。 

■20・30 歳代の若年層の未婚率が上昇（20・30 歳代では男女とも半数前後が未婚）。 

 

③社会減の要因 

■男女とも 20 歳代前半での転出が多く、その後のＵターン等による人口回復の動きも鈍化

（若年層が進学等で市外に転出して戻ってこない、若年層の新規転入が少ない）。    

女性は 40 歳代まで転出超過が継続する。⇒自然減の一因である若年女性の減少 

■転出先は「福岡県」「近隣市町村以外の佐賀県（佐賀市等）」「その他の都道府県」等が

多い。 

■市民の定住意向は全体では 9 割と高いが、30 歳代以下の若年層では 7 割台に留まり、2 割

強は「住みたくない」と回答。理由は「働く場が不十分」「買物が不便」などが上位。 

 市民の生活満足度は『産業分野』（商工業振興や雇用創出等）と『生活基盤分野』（公共

交通やアクセス等）で低い。 

 

④労働力人口も減少し、地域経済規模の縮小が懸念される。 

■人口減少や高齢化の進行等により、労働力人口は 1995 年をピークに減少。女性の労働力

率低下が顕著。 

■本市の特徴産業（特化係数≧1）は「農業」「宿泊業、飲食サービス業」、「医療、福祉」

だが、「農業」は就業者の高齢化が顕著（6 割が高齢者）。 
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（2） 目指すべき将来の方向 

（１）の現状・課題や国・県ビジョンの方向性を踏まえ、今後、本市が人口減少の克服と活力

ある地域づくりに向けて目指すべき方向のポイントは以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 本市の将来人口の長期的な見通し 

第 3 章の推計結果や国・県ビジョンを踏まえ、2060 年までの将来人口を推計する。 

※国の推計ワークシートを用いて、各年度の「合計特殊出生率」と「人口移動率（純移動率）

の仮定値を変えて推計 

 

図表－３８  最終的な将来人口の検討例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①若者の市外転出を抑えるため、安定した雇用を創出する 

 

②本市への新しい人の流れをつくる（ＵＩＪターンの推進等） 

 

③若い世代の結婚・出産・子育てを応援する 

 

④人口減少や高齢化の進行等を見据え、時代にあった地域をつくる 
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パターン１【社人研】

シミュレーション１【出生率2.1】

シミュレーション２【出生率2.1かつ移動無し】

独自１【県ビジョン準拠】

（人）

「佐賀県人口ビジョン」（2015年 6 月策定）に準拠した場合の推計値 

合計特殊出生率＝2020 年に 1.77、2040年に 2.07 まで上昇 

人口移動率＝2030年までにゼロに収束する（国推計は 2015年からゼロ） 


